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一般財団法人 大蔵財務協会

編集部 �０３（３８２９）４１４４

販売部 　０３（３８２９）４１４３

☆７４４８３８８

主 な 記 事

基礎控除等の引上げで住民税の対応検討 ２面

事業所税の課税団体が減少 ２面

大胆な投資促進税制で申請受付を開始 ３面

ふるさと納税の寄附額など過去最高 ４面

　

次

週

８

月

�

日

号

は

休

刊

と

さ

せ

て

い

た

だ

き

ま

す

。

機能改善等の内容一覧

本番サービス提

供時間の拡充

本番サービス提供時間をメンテナンス等を

除き、�時間３６５日運転とする。

ＰＣｄｅｓｋ

（ＤＬ版）、Ｐ

Ｃｄｅｓｋ（Ｗ

ＥＢ版）の機能

構成見直し

将来的に全ての手続きをＰＣｄｅｓｋ（Ｗ

ＥＢ版）に一本化することを見据え、ＰＣ

ｄｅｓｋ（ＤＬ版）とＰＣｄｅｓｋ（ＷＥ

Ｂ版）で重複する機能をＰＣｄｅｓｋ（Ｗ

ＥＢ版）へ統合する。また、給与支払報告

書をはじめとする個人住民税の各申告手続

きをＰＣｄｅｓｋ（ＷＥＢ版）に移植する。

利用者認証シス

テムの開発（シ

ングルサインオ

ンの実現）

利用者認証システムを新たに開発し、各シ

ステム及びサイト間のシングルサインオン

を実現する。また、様々な行政サービスへ

のログインが可能なデジタル庁運用のＧビ

ズＩＤとの連携機能を実装し、ＧビズＩＤ

でのログインを可能とする。

利用届出（新規）

及び給与支払報

告書提出の操作

性向上

ｅＬＴＡＸへの入口となる利用届出（新規）

及び給与支払報告書提出の各手続きを対象

として、システム操作・入力時に必要な操

作案内や項目説明等を画面上にリアルタイ

ムで表示し、操作性の向上を図る。また、

給与支払報告書提出の手続きについては、

直感的でわかりやすいステップ式の入力画

面を導入する。

提出先追加の省

力化

事前に登録済みでない提出先に対して申告

・納税を行う場合においても、手続きを中

断せずに操作が進められるように、ポータ

ルセンタで提出先追加を自動的に行う仕組

みにする。

メッセージボッ

クス等における

メッセージ判別

方法の改善

税理士等が関与先の各種手続きを行った際

にメッセージボックス等に通知されるメッ

セージについて、メッセージの件数が多い

場合においても判別が容易になるように、

ＰＣｄｅｓｋの画面表示項目、検索・並び

替え項目を見直す。

プレ申告データ

に関するメッセ

ージの改善

プレ申告データの税目の判別が容易になる

ように、メッセージに手続名称を設定する。

源泉徴収票の提

出方法の見直し

源泉徴収票の提出方法の見直しに関する税

制改正に対応する。

　

地

方

税

共

同

機

構

は

７

月

�

日

、

ｅ

Ｌ

Ｔ

Ａ

Ｘ

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

に

お

い

て

、

ｅ

Ｌ

Ｔ

Ａ

Ｘ

更

改

に

伴

う

変

更

点

と

注

意

事

項

を

公

表

し

た

。

ｅ

Ｌ

Ｔ

Ａ

Ｘ

で

は

、

令

和

８

年

９

月

�

日

に

シ

ス

テ

ム

更

改

が

予

定

さ

れ

て

お

り

、

主

な

変

更

点

と

し

て

は

、

①

ｅ

Ｌ

Ｔ

Ａ

Ｘ

が

�

時

間

３

６

５

日

、

い

つ

で

も

利

用

可

能

（

メ

ン

テ

ナ

ン

ス

時

間

を

除

く

）

、

②

個

人

住

民

税

（

特

別

徴

収

）

に

関

す

る

手

続

き

が

Ｗ

Ｅ

Ｂ

完

結

、

③

Ｇ

ビ

ズ

Ｉ

Ｄ

で

の

ロ

グ

イ

ン

が

可

能

な

ど

と

な

っ

て

い

る

。

ま

た

、

機

能

改

善

等

の

一

覧

表

も

掲

載

さ

れ

て

い

る

（

表

参

照

）

。

主

な

注

意

点

と

し

て

は

、

シ

ス

テ

ム

更

改

に

伴

い

、

９

月

�

日

か

ら

�

日

ま

で

の

５

日

間

は

、

ｅ

Ｌ

Ｔ

Ａ

Ｘ

の

サ

ー

ビ

ス

が

停

止

と

な

る

。

サ

ー

ビ

ス

の

開

始

は

�

日

の

８

時

�

分

か

ら

。

　

政

府

は

５

日

の

臨

時

閣

議

で

令

和

９

年

４

月

か

ら

２

年

間

限

定

で

飲

食

料

品

の

消

費

税

率

を

１

％

に

引

き

下

げ

る

と

と

も

に

、

中

低

所

得

の

勤

労

者

を

対

象

に

１

％

相

当

分

の

給

付

を

導

入

す

る

こ

と

で

飲

食

料

品

の

消

費

税

を

実

質

ゼ

ロ

化

す

る

こ

と

を

盛

り

込

ん

だ

「

給

付

付

き

税

額

控

除

」

の

制

度

導

入

の

基

本

方

針

を

閣

議

決

定

し

た

（

３

面

に

関

連

記

事

）

。

�

年

度

か

ら

給

付

付

き

税

額

控

除

を

本

格

導

入

す

る

こ

と

も

盛

り

込

ま

れ

て

い

る

。

　

当

初

は

７

月

�

日

に

閣

議

決

定

し

た

「

骨

太

方

針

２

０

２

６

」

に

反

映

す

る

予

定

だ

っ

た

が

、

社

会

保

障

国

民

会

議

の

議

論

が

長

引

い

た

こ

と

で

、

骨

太

に

反

映

で

き

な

か

っ

た

こ

と

か

ら

、

骨

太

で

は

「

８

月

上

旬

ま

で

を

目

途

に

、

そ

の

方

針

を

決

定

す

る

」

と

さ

れ

て

い

た

。

今

回

の

閣

議

決

定

は

こ

れ

を

踏

ま

え

た

も

の

。

　

閣

議

決

定

前

に

は

自

民

党

、

日

本

維

新

の

会

の

与

党

の

政

策

決

定

プ

ロ

セ

ス

の

中

で

了

承

さ

れ

て

い

た

。

今

後

、

制

度

の

詳

細

設

計

を

さ

ら

に

進

め

、

９

月

中

に

「

大

綱

」

を

決

定

し

、

秋

の

臨

時

国

会

に

税

制

改

正

法

案

を

提

出

す

る

予

定

と

な

っ

て

い

る

。

　

個

人

住

民

税

（

特

別

徴

収

）

の

手

続

き

に

つ

い

て

は

、

Ｐ

Ｃ

ｄ

ｅ

ｓ

ｋ

（

Ｄ

Ｌ

版

）

に

お

い

て

提

供

し

て

い

た

個

人

住

民

税

（

特

別

徴

収

）

に

関

す

る

機

能

を

す

べ

て

Ｐ

Ｃ

ｄ

ｅ

ｓ

ｋ

（

Ｗ

Ｅ

Ｂ

版

）

に

集

約

す

る

こ

と

で

、

利

用

届

出

↓

給

与

支

払

報

告

書

の

提

出

↓

特

別

徴

収

税

額

通

知

（

電

子

デ

ー

タ

）

の

受

取

り

↓

共

通

納

税

ま

で

の

手

続

き

が

Ｗ

Ｅ

Ｂ

ブ

ラ

ウ

ザ

か

ら

の

利

用

で

完

結

す

る

と

し

て

い

る

。

　

ま

た

、

給

与

所

得

者

異

動

届

出

や

退

職

所

得

に

係

る

納

入

申

告

に

関

す

る

手

続

き

も

Ｐ

Ｃ

ｄ

ｅ

ｓ

ｋ

（

Ｗ

Ｅ

Ｂ

版

）

で

の

利

用

と

な

る

。

　

デ

ジ

タ

ル

庁

が

提

供

す

る

事

業

者

を

対

象

と

し

た

共

通

認

証

シ

ス

テ

ム

「

Ｇ

ビ

ズ

Ｉ

Ｄ

」

に

よ

る

ロ

グ

イ

ン

機

能

も

実

装

す

る

。

こ

れ

に

よ

り

、

取

得

済

み

の

ｅ

Ｌ

Ｔ

Ａ

Ｘ

利

用

者

Ｉ

Ｄ

と

Ｇ

ビ

ズ

Ｉ

Ｄ

を

Ｐ

Ｃ

ｄ

ｅ

ｓ

ｋ

（

Ｗ

Ｅ

Ｂ

版

）

上

で

一

度

ひ

も

付

け

れ

ば

、

以

後

、

Ｇ

ビ

ズ

Ｉ

Ｄ

認

証

に

よ

り

ｅ

Ｌ

Ｔ

Ａ

Ｘ

の

各

種

シ

ス

テ

ム

に

ロ

グ

イ

ン

す

る

こ

と

が

可

能

と

な

る

。

対

象

と

な

る

シ

ス

テ

ム

は

、

Ｐ

Ｃ

ｄ

ｅ

ｓ

ｋ

（

Ｗ

Ｅ

Ｂ

版

）

、

Ｐ

Ｃ

ｄ

ｅ

ｓ

ｋ

（

Ｓ

Ｐ

版

）

、

Ｐ

Ｃ

ｄ

ｅ

ｓ

ｋ

　

Ｎ

ｅ

ｘ

ｔ

、

地

方

税

お

支

払

サ

イ

ト

（

シ

ス

テ

ム

更

改

後

は

ｅ

Ｌ

お

支

払

サ

イ

ト

）

と

な

っ

て

い

る

。

　

ま

た

、

９

月

�

日

に

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

が

リ

ニ

ュ

ー

ア

ル

さ

れ

る

。

ｅ

Ｌ

Ｔ

Ａ

Ｘ

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

と

地

方

税

共

同

機

構

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

が

統

合

さ

れ

、

目

的

や

手

続

き

か

ら

必

要

な

資

料

や

マ

ニ

ュ

ア

ル

を

探

せ

る

な

ど

、

シ

ン

プ

ル

で

分

か

り

や

す

い

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

に

な

る

と

い

う

。

　

シ

ス

テ

ム

更

改

に

伴

う

注

意

点

と

し

て

は

、

サ

ー

ビ

ス

の

停

止

以

外

に

、

Ｐ

Ｃ

ｄ

ｅ

ｓ

ｋ

（

Ｄ

Ｌ

版

）

か

ら

Ｐ

Ｃ

ｄ

ｅ

ｓ

ｋ

（

Ｗ

Ｅ

Ｂ

版

）

へ

の

機

能

の

集

約

に

伴

い

、

こ

れ

ま

で

Ｐ

Ｃ

ｄ

ｅ

ｓ

ｋ

（

Ｄ

Ｌ

版

）

で

利

用

し

て

い

た

一

部

機

能

（

納

税

や

代

理

行

為

の

一

部

な

ど

）

が

、

シ

ス

テ

ム

更

改

後

は

、

Ｐ

Ｃ

ｄ

ｅ

ｓ

ｋ

（

Ｗ

Ｅ

Ｂ

版

）

か

ら

の

み

の

利

用

と

な

る

。

令

和

　

年

　

月

　

日
８ ８ �

第３７１０号
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高

市

早

苗

首

相

が

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

率

の

引

下

げ

を

決

断

し

た

。

首

相

は

税

率

引

下

げ

を

「

悲

願

」

だ

と

言

っ

て

い

た

の

で

、

決

断

自

体

に

驚

き

は

な

い

。

た

だ

、

引

下

げ

に

当

た

っ

て

懸

念

す

る

点

が

い

く

つ

か

あ

る

★

長

期

金

利

の

高

止

ま

り

が

続

く

中

、

市

場

の

信

認

は

得

ら

れ

る

の

か

。

想

定

通

り

に

飲

食

料

品

の

値

段

は

下

が

る

の

か

。

法

案

提

出

か

ら

引

下

げ

ま

で

に

時

間

的

な

余

裕

が

あ

ま

り

な

い

が

、

準

備

は

大

丈

夫

な

の

か

。

ほ

か

に

も

、

引

下

げ

の

対

象

と

な

ら

な

い

外

食

産

業

へ

の

影

響

等

も

気

が

か

り

だ

★

８

％

と

�

％

と

い

う

税

率

差

の

と

き

に

は

深

刻

な

影

響

が

生

じ

な

か

っ

た

こ

と

で

も

、

１

％

と

�

％

と

い

う

税

率

差

に

な

れ

ば

話

が

変

わ

っ

て

く

る

こ

と

が

あ

る

と

思

う

。

例

え

ば

、

低

い

税

率

が

適

用

さ

れ

る

テ

イ

ク

ア

ウ

ト

で

注

文

を

し

、

購

入

後

に

店

内

で

飲

食

を

始

め

る

人

が

そ

こ

か

し

こ

で

出

て

く

る

の

で

は

な

い

か

。

い

ろ

い

ろ

と

心

配

に

な

る

。

（

Ｚ

）

　

令

和

８

年

度

税

制

改

正

で

は

、

改

正

法

の

附

則

に

２

年

ご

と

に

物

価

上

昇

に

連

動

し

て

所

得

税

の

基

礎

控

除

と

給

与

所

得

控

除

の

最

低

保

障

額

を

引

き

上

げ

る

こ

と

が

盛

り

込

ま

れ

た

。

そ

の

前

段

階

と

し

て

、

主

に

６

年

と

７

年

の

物

価

上

昇

率

（

正

確

に

は

総

務

省

の

作

成

す

る

全

国

消

費

者

物

価

指

数

の

変

化

率

）

に

基

づ

き

、

８

、

９

年

分

の

所

得

に

適

用

さ

れ

る

基

礎

控

除

の

額

と

給

与

所

得

控

除

の

最

低

保

障

額

が

そ

れ

ぞ

れ

４

万

円

引

き

上

げ

ら

れ

る

。

こ

れ

ら

の

う

ち

個

人

住

民

税

へ

の

反

映

に

つ

い

て

は

給

与

所

得

控

除

の

最

低

保

障

額

の

引

上

げ

の

み

と

な

っ

た

が

、

８

年

度

税

制

改

正

大

綱

は

今

後

の

同

引

上

げ

等

に

つ

い

て

地

方

公

共

団

体

の

意

見

を

踏

ま

え

つ

つ

、

必

要

な

対

応

を

検

討

す

る

と

し

て

お

り

、

す

で

に

総

務

省

で

議

論

が

始

ま

っ

て

い

る

。

　

国

税

庁

は

３

日

、

令

和

８

年

�

月

１

日

か

ら

、

全

て

の

税

務

署

で

総

合

窓

口

に

お

け

る

受

付

時

間

を

原

則

と

し

て

午

前

９

時

か

ら

午

後

３

時

と

す

る

こ

と

を

発

表

し

た

。

　

国

税

庁

で

は

、

８

年

７

月

�

日

に

閣

議

決

定

さ

れ

た

「

デ

ジ

タ

ル

社

会

の

実

現

に

向

け

た

重

点

計

画

」

等

を

踏

ま

え

、

納

税

者

利

便

の

向

上

等

の

観

点

か

ら

、

「

あ

ら

ゆ

る

税

務

手

続

が

税

務

署

に

行

か

ず

に

で

き

る

社

会

」

を

目

指

し

、

税

務

手

続

の

デ

ジ

タ

ル

化

を

推

進

し

て

お

り

、

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

や

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

等

に

よ

る

オ

ン

ラ

イ

ン

手

続

を

提

供

す

る

な

ど

、

国

税

に

関

す

る

手

続

や

業

務

の

在

り

方

の

抜

本

的

な

見

直

し

（

税

務

行

政

の

Ｄ

Ｘ

）

を

進

め

て

い

る

と

こ

ろ

、

こ

う

し

た

各

種

オ

ン

ラ

イ

ン

手

続

の

拡

充

に

鑑

み

、

今

回

の

受

付

時

間

の

対

応

に

な

っ

た

と

し

て

い

る

。

　

総

合

窓

口

で

は

申

告

・

申

請

書

等

の

受

理

、

用

紙

の

交

付

、

納

税

、

納

税

証

明

書

の

交

付

な

ど

を

行

っ

て

い

る

。

　

な

お

、

総

合

窓

口

の

受

付

時

間

外

で

あ

っ

て

も

、

開

庁

時

間

内

（

午

前

８

時

�

分

か

ら

午

後

５

時

）

に

来

署

さ

れ

た

場

合

に

は

、

対

応

し

て

い

る

が

、

可

能

な

限

り

受

付

時

間

内

に

来

署

し

て

く

だ

さ

い

と

し

て

い

る

。

　

人

口

�

万

人

以

上

の

都

市

等

が

道

路

、

上

下

水

道

、

学

校

、

病

院

等

の

整

備

・

改

善

の

費

用

に

充

て

る

た

め

、

事

業

所

等

で

事

業

を

行

う

者

に

課

す

目

的

税

で

あ

る

事

業

所

税

の

課

税

団

体

が

減

少

し

つ

つ

あ

る

。

６

月

�

日

に

公

布

さ

れ

た

地

方

税

法

施

行

令

の

一

部

を

改

正

す

る

政

令

で

、

秋

田

市

と

福

岡

県

久

留

米

市

が

同

�

万

人

未

満

と

な

り

課

税

団

体

の

要

件

を

満

た

さ

な

く

な

っ

た

と

し

て

指

定

が

取

り

消

さ

れ

た

。

人

口

減

少

に

よ

り

、

要

件

が

現

行

の

ま

ま

だ

と

、

市

町

村

合

併

等

が

な

い

限

り

同

税

の

課

税

団

体

は

減

少

し

て

い

く

こ

と

に

な

り

そ

う

だ

。

　

同

税

は

東

京

都

（

区

部

）

、

政

令

指

定

都

市

、

首

都

圏

・

近

畿

圏

の

特

定

の

市

、

そ

の

他

人

口

�

万

以

上

の

市

の

う

ち

政

令

で

指

定

す

る

も

の

が

課

税

団

体

と

な

る

。

　

課

税

客

体

は

事

務

所

・

事

業

所

で

行

う

事

業

で

、

税

率

は

資

産

割

が

事

業

所

床

面

積

１

平

方

㍍

に

つ

き

６

０

０

円

、

従

業

者

割

が

従

業

者

給

与

総

額

の

１

０

０

分

の

０

・

�

で

合

計

額

を

事

業

者

が

納

税

す

る

。

免

税

点

は

資

産

割

が

事

業

所

床

面

積

１

０

０

０

平

方

㍍

以

下

、

従

業

者

割

が

従

業

者

数

１

０

０

人

以

下

と

な

っ

て

い

る

。

　

令

和

６

年

度

決

算

額

に

よ

る

税

収

（

全

国

）

は

資

産

割

が

２

８

０

７

億

円

、

従

業

者

割

が

１

２

９

８

億

円

だ

っ

た

。

　

同

税

は

地

方

税

法

の

規

定

に

よ

り

、

①

５

年

ご

と

に

行

わ

れ

る

国

勢

調

査

の

結

果

に

よ

る

人

口

か

、

②

そ

の

年

の

１

月

１

日

時

点

の

住

民

基

本

台

帳

に

記

録

さ

れ

て

い

る

人

口

の

い

ず

れ

か

が

�

万

人

以

上

で

あ

れ

ば

、

課

税

団

体

と

な

る

。

同

課

税

団

体

は

今

年

４

月

１

日

時

点

で

�

団

体

だ

っ

た

が

、

秋

田

市

と

久

留

米

市

が

指

定

か

ら

外

れ

た

こ

と

で

�

団

体

と

な

っ

た

。

　

現

在

、

課

税

要

件

を

ギ

リ

ギ

リ

で

満

た

す

�

～

�

万

人

程

度

の

市

は

複

数

あ

り

、

そ

の

ほ

と

ん

ど

が

人

口

減

少

に

直

面

し

て

い

る

。

単

年

で

�

万

人

を

割

り

込

ん

だ

状

況

が

続

い

た

と

し

て

も

、

前

回

の

国

勢

調

査

で

�

万

人

以

上

で

あ

れ

ば

要

件

を

満

た

す

こ

と

に

な

る

が

、

次

回

、

令

和

�

年

の

国

勢

調

査

で

�

万

人

を

下

回

り

、

課

税

団

体

の

指

定

か

ら

外

れ

る

市

が

増

加

す

る

と

の

懸

念

が

あ

る

。

課

税

団

体

の

指

定

か

ら

外

れ

た

市

は

貴

重

な

財

源

を

失

う

こ

と

に

な

る

。

一

方

で

事

業

者

の

側

か

ら

み

れ

ば

、

税

負

担

が

軽

減

さ

れ

る

。

　

な

お

、

石

垣

の

り

こ

参

院

議

員

が

７

月

�

日

に

提

出

し

た

「

事

業

所

税

の

課

税

団

体

の

要

件

に

関

す

る

質

問

主

意

書

」

で

、

�

万

人

と

い

う

要

件

を

含

む

同

税

の

課

税

の

在

り

方

を

検

証

す

る

考

え

は

あ

る

か

と

質

問

し

た

の

に

対

し

、

政

府

は

７

月

�

日

に

閣

議

決

定

し

た

答

弁

書

で

「

課

税

団

体

の

要

件

の

見

直

し

に

つ

い

て

は

、

課

税

団

体

を

限

定

す

る

事

業

所

税

の

性

格

を

踏

ま

え

る

と

、

慎

重

な

検

討

が

必

要

で

あ

る

」

な

ど

と

回

答

し

て

お

り

、

現

時

点

で

は

要

件

の

見

直

し

に

慎

重

な

立

場

の

よ

う

だ

。

　

総

務

省

は

個

人

住

民

税

検

討

会

（

座

長

＝

林

宏

昭

関

西

大

学

経

済

学

部

教

授

）

で

こ

の

対

応

を

検

討

し

て

い

る

。

同

検

討

会

は

今

年

度

、

す

で

に

２

回

（

５

月

�

日

と

７

月

�

日

）

開

催

さ

れ

て

お

り

、

論

点

が

示

さ

れ

る

と

と

も

に

地

方

団

体

か

ら

の

ヒ

ア

リ

ン

グ

が

行

わ

れ

て

い

る

。

　

論

点

と

し

て

は

、

①

個

人

住

民

税

の

基

礎

控

除

等

の

引

上

げ

に

係

る

基

本

的

な

考

え

方

、

②

見

直

し

の

頻

度

、

③

シ

ス

テ

ム

改

修

や

事

務

負

担

、

④

そ

の

他

が

あ

る

。

①

に

つ

い

て

は

、

「

地

域

社

会

の

会

費

」

的

な

性

格

を

持

つ

個

人

住

民

税

は

所

得

税

と

異

な

る

性

質

を

持

つ

こ

と

を

前

提

に

し

た

も

の

な

の

で

、

委

員

か

ら

必

ず

し

も

所

得

税

と

同

様

の

理

屈

で

同

様

の

対

応

を

と

る

べ

き

必

要

は

な

い

旨

の

意

見

が

多

く

出

さ

れ

た

。

②

に

つ

い

て

は

所

得

税

と

周

期

（

２

年

）

を

あ

わ

せ

る

べ

き

と

の

意

見

と

、

所

得

税

と

は

課

税

の

仕

組

み

が

異

な

る

点

や

自

治

体

や

企

業

の

事

務

負

担

を

考

慮

し

た

周

期

と

す

べ

き

と

す

る

意

見

が

あ

っ

た

。

ま

た

、

③

に

つ

い

て

は

地

方

団

体

に

と

っ

て

負

担

と

な

り

、

適

切

な

国

の

財

政

措

置

が

行

わ

れ

る

べ

き

と

す

る

意

見

が

、

④

に

つ

い

て

は

、

個

人

住

民

税

は

社

会

保

障

給

付

等

の

判

定

基

準

と

し

て

使

わ

れ

て

お

り

、

社

会

保

障

給

付

等

へ

の

影

響

も

踏

ま

え

て

議

論

を

す

る

必

要

が

あ

る

と

の

意

見

が

そ

れ

ぞ

れ

あ

っ

た

。

　

こ

の

ほ

か

に

、

地

方

団

体

か

ら

の

ヒ

ア

リ

ン

グ

の

中

で

物

価

変

動

に

応

じ

て

基

礎

控

除

や

非

課

税

限

度

額

を

見

直

す

こ

と

と

し

た

場

合

、

仮

に

物

価

が

下

落

し

た

際

に

控

除

額

等

を

引

き

下

げ

る

こ

と

が

で

き

る

の

か

と

い

っ

た

点

に

言

及

が

あ

っ

た

。

　

な

お

、

個

人

住

民

税

の

基

礎

控

除

と

給

与

所

得

控

除

の

う

ち

、

給

与

所

得

控

除

の

見

直

し

は

、

所

得

割

に

係

る

所

得

計

算

が

所

得

税

の

計

算

の

例

に

よ

る

と

さ

れ

て

い

る

た

め

、

地

方

税

法

の

改

正

は

不

要

で

所

得

税

の

見

直

し

が

個

人

住

民

税

に

そ

の

ま

ま

反

映

さ

れ

る

。

他

方

、

基

礎

控

除

の

見

直

し

に

は

地

方

税

法

の

改

正

が

必

要

に

な

る

。

（２）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



　

経

済

産

業

省

は

７

月

�

日

、

大

胆

な

投

資

促

進

税

制

（

特

定

生

産

性

向

上

設

備

等

投

資

促

進

税

制

）

に

つ

い

て

、

産

業

競

争

力

強

化

法

に

基

づ

く

特

定

生

産

性

向

上

設

備

等

投

資

計

画

の

確

認

等

の

申

請

の

受

付

を

開

始

し

た

。

同

日

か

ら

令

和

�

年

３

月

�

日

ま

で

の

間

に

、

産

業

競

争

力

強

化

法

に

基

づ

く

確

認

を

受

け

、

そ

の

日

か

ら

５

年

の

間

に

設

備

投

資

を

行

え

ば

、

建

物

も

含

め

た

設

備

投

資

に

つ

い

て

、

即

時

償

却

ま

た

は

税

額

控

除

と

い

っ

た

税

制

措

置

を

受

け

る

こ

と

が

可

能

と

な

っ

て

い

る

。

６月の税収

（単位：百万円）

税目

６月分

（前年比）

６月末累計

（前年比）

所

得

税

源泉分

１，８４２，４４１

（１４２．４％）

２，５６０，１７３

（１３１．０％）

申告分

５０，８２４

（１１０．９％）

△４５，８５４

――――　

計

１，８９３，２６５

（１４１．３％）

２，５１４，３１９

（１３２．５％）

法人税

３５８，７０７

（１１８．８％）

２５８，３００

（１３８．２％）

相続税

２８６，５１０

（１２０．１％）

３１３，７６２

（１２０．０％）

消費税

１０３，０２１

――――　

△３６３，０９７

――――　

酒税

９９，４６０

（１１５．５％）

１０９，６０８

（１１３．３％）

その他

４１３，５９８
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国

税

庁

は

４

日

、

７

月

�

日

に

発

生

し

た

熊

本

地

震

に

係

る

国

税

の

申

告

・

納

付

等

の

期

限

の

延

長

に

つ

い

て

公

表

し

た

。

　

同

庁

は

、

熊

本

県

八

代

市

、

宇

土

市

、

宇

城

市

及

び

八

代

郡

氷

川

町

に

納

税

地

の

あ

る

人

（

法

人

を

含

む

）

に

つ

い

て

、

国

税

に

関

す

る

法

律

に

基

づ

く

申

告

、

申

請

、

請

求

、

届

出

及

び

そ

の

他

の

書

類

の

提

出

並

び

に

納

付

等

の

期

限

を

延

長

す

る

（

地

域

指

定

）

こ

と

と

し

た

。

　

令

和

８

年

７

月

�

日

以

降

に

到

来

す

る

国

税

の

申

告

・

納

付

等

の

期

限

が

、

す

べ

て

の

税

目

に

つ

い

て

自

動

的

に

延

長

さ

れ

る

。

例

え

ば

、

毎

月

�

日

が

納

付

期

限

の

源

泉

所

得

税

等

に

つ

い

て

も

、

期

限

が

延

長

さ

れ

る

。

　

な

お

、

申

告

・

納

付

等

の

期

限

を

い

つ

ま

で

延

長

す

る

か

に

つ

い

て

は

、

今

後

、

被

災

者

の

状

況

に

十

分

配

慮

し

つ

つ

検

討

す

る

と

し

て

い

る

。

　

ま

た

、

熊

本

県

八

代

市

、

宇

土

市

、

宇

城

市

及

び

八

代

郡

氷

川

町

以

外

に

納

税

地

が

あ

る

人

で

あ

っ

て

も

、

今

回

の

熊

本

地

震

に

よ

り

被

災

し

、

申

告

・

納

付

等

を

す

る

こ

と

が

で

き

な

い

場

合

に

は

、

所

轄

の

税

務

署

に

対

し

て

申

請

す

る

こ

と

に

よ

り

、

申

告

・

納

付

等

の

期

限

の

延

長

を

受

け

る

こ

と

が

で

き

る

。

な

お

、

こ

の

申

請

は

、

当

初

の

期

限

を

経

過

し

、

状

況

が

落

ち

着

い

た

後

に

申

告

・

納

付

等

と

同

時

に

行

う

こ

と

も

可

能

だ

。

　

今

般

の

地

域

指

定

に

よ

る

申

告

・

納

付

等

の

期

限

の

延

長

措

置

は

、

近

日

中

に

官

報

で

告

示

さ

れ

る

予

定

と

な

っ

て

い

る

。

（

７

月

�

日

）

国

税

庁

徴

収

部

長

（

国

税

庁

長

官

官

房

付

）

山

下

　

和

博

【

辞

職

】

（

国

税

庁

徴

収

部

長

）

山

崎

　

博

之

（

１

日

）

広

島

国

税

局

長

（

国

税

庁

調

査

査

察

部

長

）

斎

須

　

朋

之

国

税

庁

調

査

査

察

部

長

（

大

臣

官

房

付

）

河

邑

　

忠

昭

大

臣

官

房

付

（

東

京

国

税

局

長

）

小

宮

　

敦

史

東

京

国

税

局

長

（

大

臣

官

房

付

）

小

野

平

八

郎

大

臣

官

房

付

（

名

古

屋

国

税

局

長

）

端

本

　

秀

夫

名

古

屋

国

税

局

長

（

大

臣

官

房

付

＜

内

閣

府

経

済

社

会

総

合

研

究

所

総

括

政

策

研

究

官

＞

）

山

崎

　

　

翼

大

臣

官

房

付

（

福

岡

国

税

局

長

）

小

澤

　

研

也

兼

福

岡

国

税

局

長

心

得

（

福

岡

国

税

局

総

務

部

長

）

原

田

　

　

憲

国

税

不

服

審

判

所

部

長

審

判

官

＜

国

税

審

判

官

＞

（

国

税

庁

長

官

官

房

付

・

研

究

休

職

＜

国

立

大

学

法

人

新

潟

大

学

教

授

＞

）

角

田

　

享

介

大

阪

国

税

局

査

察

部

長

（

国

税

庁

長

官

官

房

付

・

研

究

休

職

＜

嘉

悦

大

学

教

授

＞

）

岩

佐

由

加

里

研

究

休

職

＜

嘉

悦

大

学

教

授

＞

（

国

税

庁

長

官

官

房

付

）

萩

原

　

　

成

　

飲

食

料

品

の

消

費

税

に

つ

い

て

、

経

済

団

体

が

相

次

い

で

コ

メ

ン

ト

を

発

表

し

て

い

る

。

　

日

本

商

工

会

議

所

は

、

今

後

、

中

小

企

業

・

小

規

模

事

業

者

は

シ

ス

テ

ム

改

修

、

価

格

・

メ

ニ

ュ

ー

等

の

改

定

な

ど

、

短

期

間

で

の

対

応

を

迫

ら

れ

る

こ

と

に

な

る

と

し

て

、

円

滑

な

価

格

転

嫁

に

向

け

た

対

策

の

強

化

が

不

可

欠

で

あ

る

と

指

摘

、

減

税

に

伴

う

シ

ス

テ

ム

改

修

費

へ

の

補

助

、

値

札

等

に

お

け

る

総

額

表

示

義

務

の

緩

和

な

ど

、

中

小

企

業

・

地

域

経

済

へ

の

影

響

を

最

小

限

に

止

め

る

べ

く

、

万

全

の

措

置

を

求

め

て

い

る

。

　

日

本

経

済

団

体

連

合

会

は

、

「

所

得

に

連

動

し

た

き

め

細

か

な

給

付

」

制

度

の

導

入

に

当

た

り

、

金

融

所

得

の

把

握

な

ど

、

実

務

的

な

環

境

整

備

を

進

め

て

い

く

こ

と

が

示

さ

れ

た

と

し

て

、

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

と

銀

行

口

座

等

と

の

紐

づ

け

の

義

務

化

を

進

め

る

と

と

も

に

、

サ

ー

ビ

ス

提

供

者

や

利

用

者

も

含

め

た

一

元

的

な

情

報

基

盤

の

整

備

と

利

活

用

を

推

進

す

る

こ

と

が

求

め

ら

れ

る

と

コ

メ

ン

ト

し

て

い

る

。

　

全

国

法

人

会

総

連

合

は

、

人

手

不

足

が

深

刻

化

す

る

中

小

企

業

・

小

規

模

事

業

者

に

と

っ

て

は

、

今

回

の

制

度

変

更

に

伴

う

追

加

的

な

事

務

負

担

等

は

、

経

営

に

大

き

な

影

響

を

及

ぼ

す

こ

と

が

懸

念

さ

れ

る

と

し

て

、

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

率

の

引

下

げ

に

つ

い

て

、

財

政

健

全

化

と

の

整

合

性

、

中

小

企

業

・

小

規

模

事

業

者

に

及

ぼ

す

事

務

負

担

等

の

増

加

な

ど

を

総

合

的

に

勘

案

す

る

と

、

慎

重

に

検

討

さ

れ

る

べ

き

で

、

十

分

な

議

論

、

丁

寧

な

制

度

設

計

を

行

う

こ

と

を

強

く

求

め

る

な

ど

と

し

て

い

る

。

　

財

務

省

は

３

日

、

６

月

の

税

収

実

績

を

ま

と

め

た

（

表

参

照

）

。

同

月

分

税

収

は

、

源

泉

所

得

税

の

増

加

等

に

よ

り

前

年

同

月

比

�

・

３

％

増

の

３

兆

１

５

４

５

億

円

と

大

き

く

増

加

し

た

。

同

月

末

累

計

も

、

同

�

・

６

％

増

の

３

兆

６

５

７

０

億

円

と

な

っ

て

い

る

。

　

税

目

別

に

み

る

と

、

５

月

分

支

給

の

給

与

が

中

心

の

源

泉

徴

収

分

は

、

同

�

・

４

％

増

の

１

兆

８

４

２

４

億

円

と

大

幅

に

増

加

し

た

。

こ

の

要

因

に

つ

い

て

同

省

は

、

「

配

当

税

収

の

増

加

」

と

説

明

し

て

い

る

。

申

告

分

と

合

わ

せ

た

所

得

税

全

体

で

は

、

同

�

・

３

％

増

の

１

兆

８

９

３

２

億

円

と

な

っ

て

い

る

。

　

法

人

税

は

、

４

月

期

決

算

法

人

の

確

定

申

告

分

と

�

月

期

決

算

法

人

の

中

間

申

告

分

が

中

心

で

、

同

�

・

８

％

増

の

３

５

８

７

億

円

と

増

加

し

た

。

　

消

費

税

は

、

前

年

は

３

月

期

決

算

法

人

へ

の

還

付

金

が

増

加

し

た

こ

と

に

よ

り

大

幅

に

減

少

し

マ

イ

ナ

ス

だ

っ

た

が

、

今

年

は

国

内

分

の

増

加

が

還

付

を

上

回

っ

た

た

め

、

プ

ラ

ス

の

１

０

３

０

億

円

と

な

っ

た

。

累

計

は

、

４

月

分

と

５

月

分

が

マ

イ

ナ

ス

だ

っ

た

た

め

、

マ

イ

ナ

ス

と

な

っ

て

い

る

。

　

こ

の

ほ

か

、

相

続

税

は

、

同

�

・

１

％

増

の

２

８

６

５

億

円

だ

っ

た

。

　

申

請

は

原

則

オ

ン

ラ

イ

ン

と

な

っ

て

お

り

、

手

続

は

Ｇ

ビ

ズ

フ

ォ

ー

ム

申

請

ポ

ー

タ

ル

サ

イ

ト

で

行

い

、

Ｇ

ビ

ズ

Ｉ

Ｄ

ア

カ

ウ

ン

ト

が

必

要

と

な

っ

て

い

る

。

　

経

産

省

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

に

は

、

申

請

受

付

フ

ォ

ー

ム

の

ボ

タ

ン

、

申

請

手

続

の

操

作

マ

ニ

ュ

ア

ル

、

申

請

書

類

様

式

等

の

ほ

か

、

公

認

会

計

士

・

税

理

士

に

よ

る

確

認

書

面

の

記

載

例

、

添

付

書

類

の

ひ

な

型

等

、

投

資

利

益

率

の

基

準

へ

の

適

合

状

況

（

投

資

利

益

率

エ

ク

セ

ル

計

算

シ

ー

ト

）

が

掲

載

さ

れ

て

い

る

。

　

申

請

手

続

の

操

作

マ

ニ

ュ

ア

ル

で

は

、

申

請

手

続

の

流

れ

や

申

請

ま

で

の

手

順

、

添

付

書

類

の

添

付

方

法

や

添

付

に

当

た

っ

て

の

注

意

事

項

な

ど

が

示

さ

れ

て

い

る

。

　

税

理

士

等

に

よ

る

確

認

書

面

の

記

載

例

で

は

、

手

続

の

目

的

や

実

施

し

た

手

続

、

手

続

の

実

施

結

果

な

ど

が

記

載

さ

れ

て

い

る

。

実

施

し

た

手

続

で

は

、

例

え

ば

、

①

設

備

が

、

添

付

書

類

の

特

定

生

産

性

向

上

設

備

等

投

資

計

画

の

目

的

に

照

ら

し

て

必

要

不

可

欠

な

設

備

で

あ

る

か

の

確

認

、

②

設

備

の

取

得

価

額

の

合

計

額

の

確

認

、

③

投

資

利

益

率

並

び

に

簡

易

Ｃ

Ｆ

の

各

年

度

及

び

年

平

均

の

金

額

が

、

売

上

高

、

売

上

原

価

、

販

管

費

及

び

減

価

償

却

費

の

各

年

度

の

金

額

を

用

い

て

算

定

さ

れ

て

い

る

か

の

確

認

な

ど

と

な

っ

て

い

る

。

（３） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



・

今

年

の

夏

も

暑

い

。

７

月

中

旬

以

降

、

列

島

各

地

で

猛

暑

日

（

�

度

以

上

）

が

続

き

、

酷

暑

日

（

�

度

以

上

）

と

な

る

日

も

あ

る

。

夜

も

�

度

を

下

回

ら

ず

、

一

日

中

、

冷

房

な

し

で

は

暮

ら

せ

な

い

日

が

多

い

。

米

欧

な

ど

世

界

各

地

も

同

様

な

状

況

と

伝

え

ら

れ

る

。

昭

和

時

代

と

比

べ

る

と

暑

く

な

っ

て

い

る

と

感

じ

る

。

春

夏

秋

冬

、

穏

や

か

な

自

然

の

訪

れ

が

列

島

の

特

色

で

あ

っ

た

が

、

自

然

が

変

わ

り

つ

つ

あ

る

。

今

更

な

が

ら

地

球

環

境

問

題

へ

の

対

応

の

必

要

を

強

く

感

じ

る

。

・

８

月

に

な

る

と

毎

年

思

う

の

は

、

１

９

４

５

年

、

昭

和

�

年

８

月

�

日

の

終

戦

（

太

平

洋

戦

争

敗

北

）

で

あ

る

。

３

０

０

万

人

の

戦

没

者

、

海

外

領

土

の

全

て

を

失

い

、

国

内

都

市

は

廃

墟

と

化

し

、

ポ

ツ

ダ

ム

宣

言

受

諾

、

無

条

件

降

伏

、

昭

和

�

年

ま

で

列

島

は

連

合

軍

に

占

領

さ

れ

、

大

日

本

帝

国

は

解

体

さ

れ

た

。

終

戦

時

、

筆

者

は

幼

年

で

あ

っ

た

が

、

ラ

ジ

オ

か

ら

流

れ

る

８

月

�

日

正

午

の

昭

和

天

皇

の

玉

音

放

送

は

聞

い

た

記

憶

は

あ

る

。

米

機

の

空

襲

が

な

く

な

り

、

や

が

て

、

占

領

軍

司

令

部

が

設

け

ら

れ

、

ジ

ー

プ

に

乗

っ

た

米

兵

が

街

に

現

れ

る

よ

う

に

な

り

、

日

本

が

占

領

下

に

置

か

れ

た

こ

と

を

実

感

し

た

。

子

供

心

に

残

る

の

は

「

ひ

も

じ

か

っ

た

」

こ

と

で

あ

る

。

白

米

飯

は

め

っ

た

に

食

べ

ら

れ

ず

、

す

い

と

ん

、

水

っ

ぽ

い

薩

摩

芋

や

菜

っ

葉

、

昆

布

な

ど

不

十

分

な

代

用

食

で

い

つ

も

空

腹

感

を

抱

え

て

い

た

。

娯

楽

で

は

、

笠

置

シ

ヅ

子

や

美

空

ひ

ば

り

、

「

青

い

山

脈

」

の

歌

な

ど

の

記

憶

は

鮮

明

に

残

っ

て

い

る

。

占

領

間

も

な

く

の

小

学

校

に

上

が

っ

た

が

、

教

科

書

に

は

帝

国

日

本

の

記

述

は

な

か

っ

た

。

神

話

、

近

代

日

本

史

も

教

え

ら

れ

な

か

っ

た

。

小

学

校

高

学

年

に

な

る

と

児

童

が

進

行

役

、

先

生

役

と

な

る

授

業

も

あ

り

、

学

級

委

員

や

学

年

委

員

は

児

童

の

選

挙

で

選

ば

れ

た

。

い

わ

ゆ

る

、

民

主

教

育

で

あ

ろ

う

。

・

戦

後

�

年

経

っ

た

。

わ

が

国

は

、

自

由

民

主

主

義

、

戦

争

放

棄

の

国

と

し

て

再

出

発

、

戦

後

復

興

、

昭

和

�

年

独

立

、

経

済

成

長

、

豊

か

で

長

寿

国

と

し

て

再

生

し

た

。

他

方

、

わ

が

国

の

伝

統

、

精

神

で

、

敗

戦

・

占

領

、

戦

後

の

経

済

優

先

、

民

主

主

義

、

平

和

第

一

の

下

に

忘

れ

ら

れ

、

あ

る

い

は

、

意

識

の

薄

れ

た

も

の

も

あ

る

。

国

威

・

国

防

意

識

や

家

制

度

の

崩

壊

に

伴

う

家

族

関

係

の

希

薄

化

、

個

人

主

義

化

、

旧

道

徳

軽

視

な

ど

で

、

そ

れ

ら

は

子

供

の

時

か

ら

の

周

囲

の

環

境

に

よ

り

培

わ

れ

る

。

　

昨

今

、

ト

ラ

ン

プ

政

権

の

ア

メ

リ

カ

フ

ァ

ー

ス

ト

政

策

、

中

国

台

頭

な

ど

で

世

界

の

秩

序

が

揺

ら

ぎ

、

剥

き

出

し

の

力

の

時

代

と

な

り

、

世

界

各

地

で

様

々

な

争

が

生

起

し

て

い

る

。

日

本

は

、

現

在

、

国

際

的

に

は

西

側

陣

営

の

世

界

の

大

国

の

一

つ

に

位

置

、

国

内

的

に

は

人

口

減

少

、

少

子

高

齢

化

社

会

へ

と

進

ん

で

い

る

。

　

世

界

秩

序

の

揺

ら

ぐ

時

代

を

迎

え

、

わ

が

国

は

必

要

な

内

外

の

国

策

を

見

定

め

、

長

期

的

視

野

で

進

ん

で

い

か

ね

ば

な

ら

な

い

。

様

々

な

困

難

も

生

じ

る

で

あ

ろ

う

。

そ

れ

に

対

処

し

て

い

く

に

は

、

国

民

の

国

を

思

う

心

、

日

本

人

と

し

て

の

自

覚

、

誇

り

が

基

本

と

な

る

。

そ

の

素

地

は

、

子

供

の

頃

か

ら

培

っ

て

い

く

必

要

が

あ

る

と

感

じ

る

８

月

�

日

で

あ

る

。

（

匡

）

　

総

務

省

は

７

月

�

日

、

令

和

７

年

度

分

の

ふ

る

さ

と

納

税

に

関

す

る

現

況

調

査

結

果

を

公

表

し

た

。

そ

れ

に

よ

る

と

、

７

年

度

の

ふ

る

さ

と

納

税

の

受

入

額

（

寄

附

額

）

の

全

国

合

計

は

前

年

度

比

４

・

６

％

増

の

約

１

兆

３

３

１

４

億

円

、

受

入

件

数

は

１

・

４

％

増

の

約

５

９

６

３

万

件

で

受

入

額

、

受

入

件

数

と

も

に

過

去

最

高

を

更

新

し

た

。

寄

附

を

踏

ま

え

た

８

年

度

課

税

に

お

け

る

住

民

税

控

除

額

も

明

ら

か

に

さ

れ

て

お

り

、

控

除

額

は

９

％

増

の

約

９

５

２

４

億

円

、

控

除

適

用

者

数

は

６

・

５

％

増

の

約

１

１

５

１

万

人

で

、

ふ

る

さ

と

納

税

に

よ

り

１

兆

円

に

迫

る

金

額

が

寄

附

者

の

住

む

自

治

体

に

納

め

る

住

民

税

か

ら

控

除

さ

れ

、

こ

ち

ら

は

自

治

体

に

と

っ

て

減

収

要

因

と

な

る

。

　

個

人

型

確

定

拠

出

年

金

（

イ

デ

コ

）

の

加

入

者

数

が

４

０

０

万

人

を

突

破

し

た

。

国

民

年

金

基

金

連

合

会

が

３

日

に

公

表

し

た

今

年

６

月

末

時

点

の

加

入

者

数

等

で

明

ら

か

に

な

っ

た

。

イ

デ

コ

は

平

成

�

年

に

ス

タ

ー

ト

。

そ

の

加

入

者

数

は

�

年

８

月

に

１

０

０

万

人

、

令

和

３

年

５

月

に

２

０

０

万

人

、

５

年

７

月

に

３

０

０

万

人

を

そ

れ

ぞ

れ

突

破

し

た

。

１

０

０

万

人

到

達

ま

で

は

時

間

を

要

し

た

が

、

そ

れ

以

後

は

２

～

３

年

で

１

０

０

万

人

ず

つ

加

入

者

を

増

や

し

て

い

る

。

今

後

も

加

入

可

能

年

齢

や

拠

出

限

度

額

の

引

上

げ

な

ど

が

控

え

て

お

り

、

加

入

者

数

が

堅

調

に

増

加

す

る

こ

と

が

見

込

ま

れ

て

い

る

。

　

足

下

の

新

規

加

入

者

数

は

今

年

４

月

が

約

３

万

７

０

０

０

人

、

５

月

が

約

３

万

９

０

０

０

人

、

６

月

が

約

４

万

人

と

な

っ

て

お

り

、

年

�

～

�

万

人

ペ

ー

ス

で

増

え

て

い

る

。

　

イ

デ

コ

は

加

入

者

が

拠

出

し

た

掛

金

は

全

額

所

得

控

除

の

対

象

と

な

り

、

拠

出

時

に

は

所

得

税

と

住

民

税

の

節

税

が

可

能

と

な

る

。

そ

の

後

、

運

用

益

も

運

用

中

は

非

課

税

で

、

受

取

時

は

年

金

と

し

て

受

け

取

る

場

合

が

雑

所

得

、

一

時

金

と

し

て

受

け

取

る

場

合

は

退

職

所

得

に

区

分

さ

れ

る

が

、

年

金

な

ら

公

的

年

金

等

控

除

、

一

時

金

な

ら

退

職

所

得

控

除

の

対

象

と

な

る

。

　

イ

デ

コ

を

巡

っ

て

は

こ

れ

ま

で

も

数

度

に

わ

た

っ

て

加

入

対

象

者

の

拡

大

や

拠

出

限

度

額

の

引

上

げ

が

行

わ

れ

て

お

り

、

そ

の

度

に

加

入

者

を

大

き

く

増

や

し

て

き

た

。

今

年

�

月

か

ら

は

働

き

方

に

か

か

わ

ら

ず

、

�

歳

に

な

る

ま

で

加

入

が

可

能

と

な

る

（

現

在

は

公

的

年

金

制

度

の

被

保

険

者

種

別

に

�

歳

ま

た

は

�

歳

ま

で

）

ほ

か

、

毎

月

の

拠

出

限

度

額

を

、

例

え

ば

企

業

年

金

が

な

い

会

社

員

の

場

合

で

２

万

３

０

０

０

円

か

ら

６

万

２

０

０

０

円

に

引

き

上

げ

る

こ

と

が

決

ま

っ

て

い

る

。

　

そ

の

上

で

、

政

府

が

７

月

�

日

に

閣

議

決

定

し

た

日

本

成

長

戦

略

で

は

、

イ

デ

コ

に

つ

い

て

、

加

入

者

の

拠

出

実

態

や

諸

外

国

の

制

度

等

を

踏

ま

え

た

あ

る

べ

き

拠

出

限

度

額

の

水

準

や

枠

組

み

に

関

す

る

制

度

改

善

を

図

っ

て

い

く

旨

が

盛

り

込

ま

れ

て

お

り

、

さ

ら

な

る

制

度

の

充

実

も

期

待

さ

れ

て

い

る

。

　

受

入

額

等

の

実

績

は

全

都

道

府

県

・

市

区

町

村

の

７

年

度

の

決

算

見

込

の

状

況

、

住

民

税

控

除

額

等

の

実

績

は

７

年

中

の

ふ

る

さ

と

納

税

に

係

る

８

年

度

課

税

に

お

け

る

控

除

の

適

用

状

況

を

調

査

し

た

も

の

と

な

る

。

　

受

入

額

が

多

か

っ

た

自

治

体

の

ト

ッ

プ

は

大

阪

府

泉

佐

野

市

で

約

２

３

０

億

円

（

前

年

度

は

３

位

）

、

２

位

は

北

海

道

白

糠

町

で

約

２

２

３

億

円

（

同

２

位

）

、

３

位

は

宮

崎

県

都

城

市

で

約

２

１

６

億

円

（

同

４

位

）

、

４

位

は

北

海

道

別

海

町

で

約

２

１

１

億

円

（

同

５

位

）

、

５

位

は

名

古

屋

市

の

約

１

７

４

億

円

（

同

７

位

）

で

、

上

位

常

連

組

が

今

回

も

上

位

を

占

め

た

。

上

位

�

団

体

を

み

て

も

、

�

市

町

は

前

年

度

と

同

じ

で

、

入

れ

替

わ

り

で

上

位

�

団

体

に

入

っ

た

の

は

静

岡

県

富

士

市

、

山

梨

県

山

梨

市

、

千

葉

県

銚

子

市

の

３

市

の

み

だ

っ

た

。

　

他

方

、

８

年

度

課

税

に

お

け

る

住

民

税

控

除

額

の

ト

ッ

プ

は

横

浜

市

で

約

３

７

３

億

円

（

控

除

適

用

者

数

は

約

�

万

人

）

、

２

位

は

名

古

屋

市

で

約

２

１

５

億

円

（

同

約

�

万

人

）

、

３

位

は

大

阪

市

で

約

２

０

７

億

円

（

同

約

�

万

人

）

、

４

位

は

川

崎

市

で

約

１

７

０

億

円

（

同

約

�

万

人

）

、

５

位

は

東

京

都

世

田

谷

区

で

約

１

３

４

億

円

（

同

約

�

万

人

）

だ

っ

た

。

こ

ち

ら

の

上

位

５

団

体

は

前

年

度

か

ら

順

位

に

変

動

が

な

か

っ

た

。

　

ま

た

、

７

年

度

の

ふ

る

さ

と

納

税

の

全

受

入

額

の

う

ち

�

・

２

％

（

前

年

度

は

�

・

５

％

）

が

ふ

る

さ

と

納

税

の

ポ

ー

タ

ル

サ

イ

ト

（

Ｐ

Ｓ

）

を

経

由

し

た

受

入

れ

で

、

Ｐ

Ｓ

運

営

事

業

者

へ

の

支

払

額

の

う

ち

、

返

礼

品

の

調

達

、

送

付

費

用

を

除

い

た

Ｐ

Ｓ

の

実

質

的

な

手

数

料

に

相

当

す

る

部

分

の

割

合

は

�

・

５

％

（

同

�

・

５

％

）

だ

っ

た

。

ふ

る

さ

と

納

税

を

巡

っ

て

は

、

自

治

体

の

手

数

料

負

担

の

軽

減

を

目

的

に

総

務

省

が

Ｐ

Ｓ

運

営

事

業

者

ら

で

組

織

す

る

団

体

の

会

員

企

業

に

対

し

、

今

年

５

月

に

手

数

料

を

引

き

下

げ

る

よ

う

に

要

請

。

対

応

方

針

を

８

月

末

ま

で

に

回

答

す

る

よ

う

に

求

め

て

お

り

、

そ

の

動

向

が

注

目

さ

れ

て

い

る

。

（４）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



⑴　継続的な取引を行っていた債務者の支払能力が悪化したため

に取引停止した場合において、取引停止時又は債務者からの最

後の弁済時のいずれか遅い時から１年以上経過したとき（担保

物のある場合を除く。）

⑵　同一地域の債務者に対する売掛債権の総額がその取立てのた

めに要する費用（旅費など）に満たない場合において、それら

の債務者に督促しても弁済がないとき

　今回は、「一定期間取引停止後弁済が無い場合等の貸倒れ（基

通９―６―３）」から説明を再開します。

３　基通９－６－３（一定期間取引停止後弁済が無い場合等の貸

倒れ）

　この通達のよる貸倒れの対象となる金銭債権は、これまで説明

した通達と異なり売掛債権に限定されています。この売掛債権と

は、売掛金、未収請負金、そしてこれに準ずる債権をいい、貸付

金と貸付金に準ずる債権を含みません。そして、債務者に次に掲

げる事実が生じた場合に適用できることとされています。

　債務者に上記の事実が生じている場合において、法人がその金

銭債権の額から備忘価額を控除した残額を貸倒れとして損金経理

したときには、この処理が認められます（損金算入できます。）。

　なお、この取扱いは、商品の販売等によって日常的に発生した

売掛債権は、他の金銭債権（貸付金等）のように契約があるわけ

でなく、債権確保の手続を取ることが難しいといった事情から、

特に売掛債権に限り認められた特例といわれています。

　したがって、回収不能の金銭債権の貸倒れ（基通９－６－２）

のように、債務者の資産状況や支払能力をみて、金銭債権の全額

が回収できないことを明らかにする必要はありません。

　つまり、全額回収できるほどではなく債務者に多少の弁済能力

がある場合であっても、上記⑴又は⑵の事実が生じたときには、

その売掛債権（備忘価額を除きます。）について貸倒れとして損

金経理できる（損金算入できる）というものであり、一種の外形

基準を満たせば適用できる特例となっており、債権者の立場から

いえば使い勝手の良い取扱いといえるでしょう。

　このように外形基準を満たせば適用できるため、仮に、この取

扱いにより貸倒れとして損金経理した売掛債権について、債務者

が返済することを申し出たとしても、そのことによって上記の外

形基準を満たさなくなる訳ではないので、実際に弁済を受けるま

では益金算入を要しないこととなります。

　なお、備忘価額を控除するのは、貸倒れとして損金経理した後

において、上記のように債務者から弁済を受けるケースも散見さ

れることから、この取扱いを適用した売掛債権を完全に簿外とし

ないためのものです。

　また、売掛債権が回収できない場合において、その売掛金を貸

付金に振り替えるようなケースもあるようですが、そのような場

合、その金銭債権は売掛債権ではなくなりますから、この取扱い

の適用はできなくなりますのでご注意ください。

　

財

産

・

資

産

の

価

額

を

評

価

す

る

場

合

に

、

実

務

で

、

最

も

問

題

と

な

る

の

が

非

上

場

株

式

の

価

額

で

あ

る

が

、

そ

の

評

価

方

法

は

、

①

収

益

方

式

、

②

純

資

産

方

式

、

③

比

準

方

式

―

―

の

三

つ

に

分

類

さ

れ

る

。

　

　

ま

ず

、

①

の

収

益

方

式

と

は

、

評

価

会

社

が

将

来

獲

得

す

る

利

益

又

は

フ

リ

ー

・

キ

ャ

ッ

シ

ュ

・

フ

ロ

ー

（

債

権

者

や

株

主

等

の

資

金

提

供

者

に

対

す

る

利

払

い

、

弁

済

又

は

配

当

に

充

て

る

こ

と

の

で

き

る

キ

ャ

ッ

シ

ュ

・

フ

ロ

ー

の

こ

と

を

い

う

。

「

Ｆ

Ｃ

Ｆ

」

と

言

わ

れ

る

）

を

一

定

の

割

引

率

で

割

り

引

い

た

現

在

価

値

に

基

づ

き

評

価

す

る

方

式

で

あ

る

。

　

具

体

的

に

は

、

将

来

獲

得

さ

れ

る

利

益

に

基

づ

い

て

評

価

す

る

収

益

還

元

方

式

と

将

来

獲

得

さ

れ

る

Ｆ

Ｃ

Ｆ

に

基

づ

い

て

評

価

を

行

う

デ

ィ

ス

カ

ウ

ン

テ

ッ

ド

キ

ャ

ッ

シ

ュ

・

フ

ロ

ー

（

Ｄ

Ｃ

Ｆ

）

が

代

表

的

な

も

の

で

あ

る

。

収

益

還

元

方

式

に

し

て

も

、

Ｄ

Ｃ

Ｆ

方

式

に

し

て

も

、

評

価

会

社

が

将

来

獲

得

す

る

こ

と

が

期

待

さ

れ

る

利

益

又

は

Ｆ

Ｃ

Ｆ

に

基

づ

き

算

定

さ

れ

る

事

業

価

値

の

算

定

が

基

本

に

な

る

が

、

そ

の

事

業

価

値

は

、

上

記

の

算

式

に

よ

っ

て

算

定

さ

れ

る

。

　

ま

た

、

収

益

還

元

方

式

に

せ

よ

、

Ｄ

Ｃ

Ｆ

方

式

に

せ

よ

、

将

来

の

利

益

を

現

在

価

値

に

割

り

戻

す

際

に

用

い

る

割

引

率

の

算

定

が

重

要

で

あ

る

。

こ

の

割

引

率

に

つ

い

て

は

、

市

場

金

利

に

リ

ス

ク

プ

レ

ミ

ア

ム

が

加

重

さ

れ

る

こ

と

に

な

る

。

　

そ

の

ほ

か

、

収

益

方

式

に

は

、

配

当

還

元

方

式

が

あ

る

が

、

同

方

式

は

、

株

主

が

将

来

受

け

取

る

こ

と

が

期

待

さ

れ

る

配

当

金

に

基

づ

い

て

株

式

の

価

額

を

評

価

す

る

方

式

で

あ

る

。

こ

の

場

合

に

は

、

将

来

獲

得

で

き

る

配

当

の

算

定

と

還

元

率

の

算

定

が

問

題

と

な

る

。

　

②

の

純

資

産

方

式

は

、

簿

価

純

資

産

方

式

と

時

価

純

資

産

方

式

に

大

別

さ

れ

る

。

簿

価

純

資

産

方

式

は

、

貸

借

対

照

表

に

計

上

さ

れ

て

い

る

各

資

産

の

帳

簿

価

額

か

ら

各

負

債

の

帳

簿

価

額

を

控

除

し

た

純

資

産

価

額

を

も

っ

て

、

株

式

の

価

額

と

す

る

も

の

で

あ

る

。

こ

の

方

式

は

、

簡

便

で

は

あ

る

が

、

当

該

株

式

の

概

算

的

価

値

を

表

し

て

い

る

に

す

ぎ

な

い

。

　

ま

た

、

時

価

純

資

産

方

式

は

、

貸

借

対

照

表

に

計

上

さ

れ

て

い

る

各

資

産

・

負

債

を

時

価

に

引

き

直

し

、

そ

の

純

資

産

価

額

を

も

っ

て

、

株

式

の

価

額

と

す

る

も

の

で

あ

る

。

こ

の

場

合

は

、

評

価

益

に

対

す

る

法

人

税

額

等

相

当

額

を

控

除

す

る

方

式

と

控

除

し

な

い

方

式

と

が

あ

る

。

　

な

お

、

時

価

純

資

産

方

式

に

は

、

「

事

業

を

新

た

に

開

始

す

る

際

に

同

じ

資

産

を

取

得

す

る

と

し

た

場

合

に

お

け

る

価

額

を

算

定

す

る

」

と

の

考

え

方

に

基

づ

く

再

調

達

時

価

純

資

産

方

式

と

、

「

会

社

を

清

算

す

る

」

と

の

考

え

方

に

基

づ

く

清

算

処

分

時

価

純

資

産

方

式

が

あ

る

。

い

ず

れ

の

場

合

に

も

、

評

価

対

象

会

社

の

各

資

産

（

特

に

、

土

地

、

建

物

、

非

上

場

株

式

等

）

の

価

額

を

ど

の

よ

う

に

評

価

す

る

か

が

問

題

と

な

る

。

　

③

の

比

準

方

式

に

は

、

類

似

会

社

比

準

方

式

、

類

似

業

種

比

準

方

式

及

び

取

引

事

例

方

式

が

あ

る

。

類

似

会

社

比

準

方

式

は

、

評

価

会

社

と

類

似

す

る

特

定

の

上

場

会

社

を

選

定

し

、

評

価

会

社

と

類

似

会

社

の

純

資

産

価

額

等

の

財

務

数

値

を

比

較

し

て

倍

率

を

算

定

し

、

そ

の

倍

率

を

類

似

会

社

の

市

場

株

価

等

を

乗

じ

る

こ

と

に

よ

り

、

評

価

会

社

の

株

価

を

算

定

す

る

方

式

で

あ

る

。

こ

の

方

式

は

、

株

式

を

公

開

す

る

場

合

の

公

開

株

価

を

決

定

す

る

際

に

利

用

さ

れ

て

い

る

。

　

類

似

業

種

比

準

方

式

は

、

評

価

会

社

と

類

似

す

る

上

場

会

社

（

類

似

業

種

）

の

純

資

産

価

額

等

と

財

務

数

値

を

比

較

し

て

倍

率

を

算

出

し

、

そ

の

倍

率

を

類

似

会

社

の

株

式

の

市

場

価

格

に

乗

じ

る

こ

と

に

よ

り

、

評

価

会

社

の

株

価

を

算

定

す

る

方

式

で

あ

る

。

類

似

会

社

比

準

方

式

と

の

差

異

は

、

上

場

会

社

と

の

個

々

の

類

似

性

を

判

定

す

る

必

要

が

な

い

と

い

う

簡

便

性

に

あ

る

。

　

取

引

事

例

方

式

は

、

評

価

会

社

の

様

式

に

つ

い

て

、

過

去

に

適

正

な

売

買

が

行

わ

れ

た

こ

と

が

あ

る

場

合

に

、

そ

の

取

引

価

額

を

基

に

様

式

の

価

額

を

算

定

す

る

方

式

で

あ

る

。

　

以

上

の

評

価

方

式

は

、

次

回

述

べ

る

そ

れ

ぞ

れ

の

評

価

規

定

の

中

で

、

当

該

規

定

の

趣

旨

や

実

務

上

の

簡

便

性

を

総

合

し

て

適

用

す

る

必

要

が

あ

る

。

そ

の

た

め

、

ど

の

方

式

が

優

れ

て

い

る

か

は

、

一

概

に

は

言

え

な

い

。

（５） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

令

和

６

年

９

月

の

新

リ

ー

ス

会

計

基

準

の

公

表

に

よ

り

、

オ

ペ

レ

ー

テ

ィ

ン

グ

・

リ

ー

ス

に

つ

い

て

も

、

資

産

・

負

債

と

し

て

認

識

す

る

オ

ン

バ

ラ

ン

ス

化

が

図

ら

れ

、

リ

ー

ス

取

引

に

対

す

る

会

計

と

税

務

の

取

扱

い

が

乖

離

す

る

複

雑

難

解

な

状

況

が

生

じ

て

い

る

。

　

本

書

で

は

、

貸

手

と

借

手

の

両

面

か

ら

会

計

上

と

税

務

上

の

取

扱

い

を

詳

細

に

説

明

。

金

銭

か

ら

土

地

ま

で

の

資

産

の

貸

借

を

め

ぐ

る

税

務

上

の

問

題

を

、

貸

手

と

借

手

そ

れ

ぞ

れ

の

立

場

か

ら

、

細

部

の

問

題

ま

で

網

羅

的

に

解

説

。

　

事

例

検

討

で

は

、

国

庫

補

助

金

で

取

得

し

た

資

産

の

償

却

計

算

の

基

礎

に

な

る

取

得

価

額

、

棚

卸

資

産

等

を

譲

渡

担

保

に

供

し

た

場

合

の

取

扱

い

、

支

払

利

息

を

支

払

年

度

で

一

括

損

金

算

入

す

る

こ

と

の

可

否

、

消

費

貸

借

に

よ

り

借

り

入

れ

た

国

債

の

売

買

差

益

の

処

理

、

金

融

債

の

買

戻

し

条

件

付

譲

渡

に

よ

る

損

失

の

処

理

、

役

員

に

対

す

る

特

許

権

使

用

料

の

支

払

の

可

否

、

貸

付

先

か

ら

返

還

を

受

け

た

貸

付

用

機

械

の

適

用

耐

用

年

数

、

建

物

賃

貸

に

伴

う

無

利

息

借

入

金

に

つ

き

経

済

的

利

益

認

定

の

要

否

、

土

地

の

賃

貸

の

た

め

の

建

物

等

の

取

壊

し

の

処

理

な

ど

を

盛

り

込

む

。

　

Ａ

５

判

、

４

９

２

ペ

ー

ジ

。

定

価

４

４

０

０

円

（

税

込

み

）

。

申

し

込

み

は

、

（

一

財

）

大

蔵

財

務

協

会

販

売

局

（

℡

�

―

３

８

２

９

―

４

１

４

１

、

�

�

―

３

８

２

９

―

４

０

０

１

）

。

　

請

求

人

が

家

屋

に

し

た

増

改

築

は

、

当

該

家

屋

を

自

己

の

所

有

と

す

る

場

合

に

当

た

ら

な

い

た

め

、

当

該

増

改

築

は

、

租

税

特

別

措

置

法

第

�

条

の

５

第

７

項

第

１

号

に

規

定

す

る

「

買

換

資

産

の

取

得

（

建

設

を

含

む

）

」

に

は

該

当

し

な

い

と

し

た

事

例

。

　

審

査

請

求

人

が

、

居

住

用

財

産

の

買

換

え

等

の

場

合

の

譲

渡

損

失

の

損

益

通

算

の

特

例

を

受

け

る

こ

と

が

で

き

る

と

し

て

更

正

の

請

求

を

し

た

と

こ

ろ

、

原

処

分

庁

が

、

贈

与

等

に

よ

り

取

得

し

た

家

屋

及

び

そ

の

増

築

は

、

買

換

資

産

の

取

得

に

は

該

当

し

な

い

こ

と

か

ら

当

該

特

例

の

適

用

は

な

い

と

し

て

、

更

正

を

す

べ

き

理

由

が

な

い

旨

の

通

知

処

分

を

し

た

の

に

対

し

、

請

求

人

が

、

原

処

分

の

全

部

の

取

消

し

を

求

め

た

事

案

で

、

国

税

不

服

審

判

所

は

、

当

該

増

改

築

は

、

請

求

人

が

当

該

家

屋

の

所

有

権

ま

た

は

共

有

持

分

を

取

得

し

た

と

い

う

も

の

で

は

な

い

か

ら

、

当

該

家

屋

を

自

己

の

所

有

と

す

る

場

合

に

当

た

ら

ず

、

買

換

資

産

の

取

得

に

は

該

当

し

な

い

と

し

て

、

処

分

は

適

法

と

し

た

（

令

和

７

年

６

月

９

日

付

、

非

公

開

裁

決

）

。

基

礎

事

実

　

請

求

人

は

、

平

成

�

年

５

月

２

日

、

区

分

所

有

建

物

の

専

有

部

分

及

び

そ

の

敷

地

利

用

権

（

本

件

マ

ン

シ

ョ

ン

）

を

３

５

９

８

万

８

０

０

０

円

で

購

入

す

る

旨

の

不

動

産

売

買

契

約

を

締

結

し

、

同

年

７

月

�

日

に

本

件

マ

ン

シ

ョ

ン

を

取

得

し

た

。

　

請

求

人

は

、

�

年

７

月

�

日

、

本

件

マ

ン

シ

ョ

ン

の

所

在

地

を

住

民

票

上

の

住

所

と

し

て

登

録

し

、

本

件

マ

ン

シ

ョ

ン

を

居

住

用

と

し

て

使

用

し

た

。

　

請

求

人

は

、

�

年

７

月

�

日

、

家

屋

（

本

件

家

屋

）

の

持

分

１

０

０

分

の

�

を

請

求

人

の

母

か

ら

贈

与

に

よ

り

取

得

し

、

�

年

１

月

�

日

、

持

分

１

０

０

分

の

�

を

同

人

か

ら

代

物

弁

済

に

よ

り

取

得

し

た

。

　

な

お

、

本

件

家

屋

の

持

分

１

０

０

分

の

８

は

、

請

求

人

の

母

が

所

有

し

て

い

る

。

　

請

求

人

は

、

�

年

７

月

�

日

、

注

文

者

を

請

求

人

と

す

る

本

件

家

屋

の

増

築

工

事

に

係

る

請

負

契

約

を

締

結

し

、

本

件

家

屋

は

�

年

１

月

�

日

に

増

築

さ

れ

た

（

当

該

契

約

に

基

づ

く

増

築

工

事

を

本

件

増

改

築

工

事

、

本

件

増

改

築

工

事

に

よ

る

増

改

築

を

本

件

増

改

築

）

。

　

請

求

人

は

、

�

年

９

月

�

日

、

本

件

マ

ン

シ

ョ

ン

を

２

７

０

０

万

円

で

売

り

渡

す

旨

の

売

買

契

約

を

締

結

し

、

同

月

�

日

に

譲

渡

し

た

。

審

査

請

求

に

係

る

経

緯

　

請

求

人

は

、

�

年

３

月

７

日

、

�

年

分

の

所

得

税

及

び

復

興

特

別

所

得

税

（

所

得

税

等

）

に

つ

い

て

、

本

件

マ

ン

シ

ョ

ン

の

譲

渡

に

よ

る

譲

渡

所

得

の

金

額

の

計

算

上

、

租

税

特

別

措

置

法

第

�

条

の

５

《

居

住

用

財

産

の

買

換

え

等

の

場

合

の

譲

渡

損

失

の

損

益

通

算

及

び

繰

越

控

除

》

第

１

項

に

規

定

す

る

特

例

（

本

件

特

例

）

を

適

用

し

て

申

告

を

し

、

そ

の

後

、

同

月

�

日

、

本

件

特

例

を

適

用

せ

ず

に

申

告

を

し

た

。

　

請

求

人

は

、

令

和

元

年

�

月

９

日

、

修

正

申

告

書

を

、

ま

た

、

同

年

�

月

３

日

、

修

正

申

告

書

を

そ

れ

ぞ

れ

提

出

し

、

修

正

申

告

を

し

た

。

　

請

求

人

は

、

５

年

�

月

�

日

、

本

件

マ

ン

シ

ョ

ン

の

譲

渡

に

よ

る

譲

渡

所

得

の

金

額

の

計

算

上

、

本

件

特

例

の

適

用

が

あ

る

と

し

て

、

�

年

分

の

所

得

税

等

の

分

離

長

期

譲

渡

所

得

の

金

額

及

び

納

付

す

べ

き

税

額

に

つ

い

て

更

正

の

請

求

（

本

件

更

正

の

請

求

）

を

し

た

。

　

原

処

分

庁

は

、

６

年

３

月

�

日

付

で

、

請

求

人

は

本

件

家

屋

を

贈

与

及

び

代

物

弁

済

に

よ

り

取

得

し

て

い

る

こ

と

な

ど

か

ら

本

件

特

例

を

適

用

で

き

な

い

と

し

て

、

本

件

更

正

の

請

求

に

対

し

て

、

更

正

を

す

べ

き

理

由

が

な

い

旨

の

通

知

処

分

（

本

件

通

知

処

分

）

を

し

た

。

　

請

求

人

は

、

６

年

６

月

�

日

、

本

件

通

知

処

分

に

不

服

が

あ

る

と

し

て

審

査

請

求

を

し

た

。

　

争

点

は

、

本

件

増

改

築

は

、

措

置

法

第

�

条

の

５

第

７

項

第

１

号

に

規

定

す

る

「

買

換

資

産

の

取

得

（

建

設

を

含

む

）

」

に

該

当

す

る

か

否

か

。

請

求

人

の

主

張

　

本

件

増

改

築

工

事

は

、

母

と

同

居

す

る

た

め

、

請

求

人

の

実

家

で

あ

る

本

件

家

屋

を

二

世

帯

住

宅

に

し

、

そ

の

２

階

を

生

活

の

本

拠

と

し

て

利

用

可

能

と

す

る

た

め

に

、

①

間

取

り

の

変

更

、

②

キ

ッ

チ

ン

、

バ

ス

ル

ー

ム

、

洗

濯

設

備

、

新

た

な

ト

イ

レ

の

設

置

、

③

吹

き

抜

け

部

分

の

増

床

な

ど

を

実

施

し

、

そ

の

対

象

面

積

は

�

平

方

㍍

以

上

で

あ

る

こ

と

に

加

え

、

屋

根

の

交

換

、

外

壁

の

全

面

塗

装

等

の

各

種

大

規

模

な

工

事

で

あ

り

、

そ

の

費

用

も

３

０

０

０

万

円

超

で

あ

る

た

め

、

そ

の

規

模

、

費

用

等

か

ら

措

置

法

第

�

条

の

５

第

７

項

第

１

号

に

規

定

す

る

「

買

換

資

産

の

取

得

（

建

設

を

含

む

）

」

に

該

当

す

る

。

審

判

所

の

判

断

　

本

件

増

改

築

工

事

は

、

本

件

家

屋

の

１

階

部

分

に

つ

い

て

は

改

装

や

便

所

の

位

置

変

更

な

ど

で

そ

の

床

面

積

に

変

更

は

な

く

、

２

階

部

分

に

つ

い

て

は

主

寝

室

を

新

た

に

設

け

る

な

ど

そ

の

床

面

積

を

増

加

さ

せ

る

内

容

の

も

の

で

あ

る

。

　

そ

し

て

、

家

屋

に

係

る

「

買

換

資

産

の

取

得

（

建

設

を

含

む

）

」

に

該

当

す

る

た

め

に

は

、

当

該

家

屋

を

自

己

の

所

有

と

す

る

場

合

で

あ

る

こ

と

を

要

す

る

と

解

さ

れ

る

と

こ

ろ

、

本

件

増

改

築

は

、

こ

れ

に

よ

り

請

求

人

が

本

件

家

屋

の

所

有

権

ま

た

は

共

有

持

分

を

取

得

し

た

と

い

う

も

の

で

は

な

い

か

ら

、

本

件

家

屋

を

自

己

の

所

有

と

す

る

場

合

に

当

た

ら

な

い

。

し

た

が

っ

て

、

本

件

増

改

築

は

、

措

置

法

第

�

条

の

５

第

７

項

第

１

号

に

規

定

す

る

「

買

換

資

産

の

取

得

（

建

設

を

含

む

）

」

に

は

該

当

し

な

い

。

　

な

お

、

請

求

人

は

、

本

件

増

改

築

工

事

は

、

本

件

家

屋

を

二

世

帯

住

宅

に

し

、

そ

の

２

階

を

請

求

人

の

生

活

の

本

拠

と

し

て

利

用

可

能

と

す

る

た

め

の

も

の

で

あ

り

、

そ

の

費

用

も

３

０

０

０

万

円

超

で

あ

っ

て

、

本

件

増

改

築

に

よ

る

本

件

家

屋

の

客

観

的

・

物

理

的

、

か

つ

、

価

値

の

増

加

が

認

識

で

き

る

こ

と

か

ら

、

買

換

資

産

の

取

得

に

該

当

す

る

旨

主

張

す

る

。

し

か

し

な

が

ら

、

本

件

増

改

築

が

「

買

換

資

産

の

取

得

（

建

設

を

含

む

）

」

に

該

当

し

な

い

こ

と

は

、

前

述

と

お

り

で

あ

っ

て

、

本

件

増

改

築

工

事

の

目

的

や

投

下

し

た

費

用

の

額

に

よ

っ

て

そ

の

判

断

が

左

右

さ

れ

る

も

の

で

は

な

い

。

（６）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



　

喫

茶

『

あ

す

な

ろ

』

で

お

ば

さ

ん

と

別

れ

る

と

、

爺

と

子

供

の

私

は

、

京

都

駅

か

ら

新

幹

線

に

乗

り

込

ん

だ

。

岐

阜

羽

島

駅

ま

で

は

こ

だ

ま

で

�

分

足

ら

ず

だ

。

　

新

幹

線

が

ス

ピ

ー

ド

を

上

げ

始

め

た

頃

、

子

供

の

私

は

爺

に

訊

ね

て

み

た

。

「

爺

、

あ

の

お

ば

さ

ん

の

旦

那

さ

ん

に

、

助

け

ら

れ

た

ん

？

」

　

爺

は

一

瞬

、

驚

い

た

顔

を

し

た

が

、

「

聞

い

と

っ

た

か

」

と

微

笑

ん

だ

。

　

子

供

の

私

は

頷

く

と

、

「

伏

見

の

お

稲

荷

さ

ん

で

聞

い

た

話

と

関

係

あ

る

の

？

」

　

私

の

心

の

中

に

、

足

の

な

い

、

腕

の

な

い

、

傷

痍

軍

人

さ

ん

た

ち

の

姿

が

浮

か

ぶ

。

　

２

人

掛

け

シ

ー

ト

の

窓

側

に

座

っ

た

子

供

の

私

は

、

爺

の

不

自

由

な

左

足

の

膝

に

、

少

し

触

っ

て

み

た

。

「

坊

は

賢

い

の

う

。

嘘

は

言

え

ん

な

」

　

歯

を

覗

か

せ

る

と

、

「

そ

う

や

、

そ

の

と

お

り

や

。

爺

は

、

あ

の

さ

と

る

お

ば

さ

ん

の

旦

那

さ

ん

―

―

悟

さ

ん

と

い

う

と

っ

さ

た

ん

や

け

ど

な

、

そ

の

人

に

、

戦

地

で

咄

嗟

に

突

き

飛

ば

さ

れ

て

な

、

鉄

砲

の

弾

が

急

所

に

当

た

ら

ん

か

っ

て

、

助

か

っ

た

ん

や

」

「

で

も

、

足

が

不

自

由

や

ん

？

」

「

急

所

い

う

の

は

な

、

当

た

る

と

死

ん

で

し

ま

う

所

や

。

こ

こ

や

、

こ

こ

な

ん

か

や

」

げ

ん

こ

つ

　

爺

は

、

手

で

拳

骨

を

作

る

と

、

子

供

の

私

の

額

や

心

臓

に

あ

て

が

っ

た

。

「

急

所

は

ず

れ

た

で

、

死

な

ん

で

す

ん

だ

？

」

「

そ

う

や

、

や

で

死

な

ん

で

す

ん

だ

ん

や

。

や

で

、

爺

は

、

ち

ゃ

ん

と

こ

こ

に

お

ら

れ

る

」

　

子

供

の

私

は

、

爺

の

顔

を

み

て

頷

い

た

。

「

で

も

な

、

も

し

爺

が

死

ん

ど

っ

て

み

い

。

と

う

坊

の

父

さ

ん

は

お

ら

ん

か

っ

た

。

そ

し

た

ら

、

坊

も

、

お

ら

ん

。

こ

こ

に

こ

う

し

て

お

ら

ん

わ

。

わ

か

る

か

？

　

坊

が

今

、

こ

こ

に

お

っ

て

、

新

幹

線

の

こ

の

シ

ー

ト

に

座

っ

て

、

爺

と

こ

う

し

て

お

話

が

で

き

る

の

も

、

す

べ

て

は

、

悟

さ

ん

、

悟

さ

ん

の

お

陰

な

ん

や

」

「

悟

さ

ん

は

、

死

ん

だ

ん

や

ろ

？

　

急

所

に

弾

が

当

た

っ

た

で

」

「

そ

う

や

、

爺

を

突

き

飛

ば

し

た

あ

と

、

別

の

弾

に

当

た

っ

て

、

の

う

な

っ

て

し

ま

わ

れ

た

ん

や

」

　

爺

は

目

を

潤

ま

せ

な

が

ら

、

子

供

の

私

を

覗

き

込

ん

で

見

て

い

た

。

た

だ

し

「

で

も

、

忠

君

は

、

お

る

や

ん

。

生

き

と

る

ん

や

ろ

？

」

「

何

で

忠

君

の

名

前

を

、

坊

が

知

っ

と

る

」

　

少

年

の

私

は

『

キ

ッ

ク

の

鬼

』

の

話

を

し

た

。

す

る

と

、

爺

は

楽

し

そ

う

に

声

を

出

し

て

の

ひ

ら

て

笑

い

、

大

き

な

掌

で

両

目

の

涙

を

ぬ

ぐ

い

な

が

ら

、

「

何

で

も

知

っ

と

る

な

、

坊

は

」

と

言

い

、

「

忠

君

は

、

戦

争

が

始

ま

る

前

に

生

ま

れ

た

子

や

。

や

で

、

今

も

生

き

と

る

。

　

で

も

な

、

父

さ

ん

の

顔

も

知

ら

ん

し

、

父

さ

ん

に

、

高

い

高

い

も

、

抱

っ

こ

も

、

一

度

も

し

て

も

ら

っ

た

こ

と

が

な

い

ん

や

。

　

忠

君

に

し

て

み

れ

ば

、

父

さ

ん

の

、

悟

さ

ん

の

顔

も

知

ら

ん

の

や

。

　

な

あ

、

坊

、

か

わ

い

そ

う

と

思

わ

ん

か

？

」

「

か

わ

い

そ

う

や

」

「

や

で

な

、

戦

争

な

ん

ぞ

、

決

し

て

し

た

ら

あ

か

ん

。

悲

し

む

人

が

増

え

る

だ

け

や

で

な

」

◇

　

　

　

◇

　

　

　

◇

α

　

調

査

法

人

・

ア

ル

フ

ァ

Ｉ

Ｃ

に

臨

場

し

て

以

降

、

杉

江

は

、

三

平

運

輸

の

社

長

と

の

会

は

ん

す

う

話

や

調

査

展

開

を

、

心

の

中

で

何

度

も

反

芻

し

て

い

た

。

そ

ん

な

と

こ

ろ

、

爺

と

の

昔

の

や

り

取

り

が

思

い

出

さ

れ

も

し

た

の

だ

っ

た

。

こ

た

　

な

に

よ

り

も

杉

江

に

堪

え

た

の

は

、

ア

ル

フ

ァ

Ｉ

Ｃ

で

聞

い

た

な

に

１

つ

と

し

て

、

比

嘉

社

長

は

、

杉

江

に

は

語

っ

て

く

れ

な

か

っ

た

―

―

そ

の

「

事

実

」

だ

っ

た

。

　

雑

収

入

除

外

が

意

図

さ

れ

た

も

の

な

ら

、

重

加

算

税

対

象

で

認

定

賞

与

だ

と

説

明

し

た

直

後

、

目

の

前

の

社

長

が

、

笑

み

を

浮

か

べ

た

気

が

し

た

が

、

あ

れ

は

、

ま

ぎ

れ

も

な

い

笑

い

だ

っ

た

の

だ

。

た

い

ら

　

じ

ゃ

あ

そ

れ

は

、

３

人

の

平

良

の

こ

と

を

追

及

さ

れ

ず

に

済

ん

だ

安

堵

か

ら

か

？

　

自

分

が

盾

に

な

れ

た

満

足

感

か

ら

か

？

　

そ

れ

と

も

、

調

査

官

の

私

を

バ

カ

に

し

て

の

こ

と

か

？

　

だ

が

、

だ

が

だ

―

―

、

脱

税

は

違

法

な

行

為

だ

。

教

職

者

だ

っ

た

社

長

が

、

そ

ん

な

モ

ラ

ル

さ

え

捨

て

て

し

ま

っ

た

と

い

う

の

か

。

　

い

や

、

そ

れ

ほ

ど

ま

で

に

、

戦

友

と

の

約

束

は

、

守

る

に

値

す

る

も

の

だ

っ

た

の

か

？

　

爺

が

悟

さ

ん

家

族

を

大

切

に

し

た

よ

う

に

。

　

際

限

の

な

い

問

が

、

幾

重

に

も

な

っ

て

杉

江

の

心

の

中

で

回

っ

て

い

た

。

　

す

る

と

不

意

に

、

爺

が

語

り

出

し

た

。

　顧問先とのやり取りで、「正直、書きたくないな…」

「文面を書くのが面倒だな…」と感じるメールはあり

ませんか。顧問契約の解約を通知するメール、制度改

正を噛み砕いて説明する長文メール、あるいは目上の

相手に送るため「失礼な書き方になっていないか」と

神経を使うメールなどは、いざ書くとなると気が重く

なるのではないでしょうか。

　メールを書くのに時間がかかってしまう理由はさま

ざまですが、「伝えるべき内容をわかりやすく書く必

要がある」「正しい文章になっているか心配」「感情

的になっていないか気になる」といった文面の作成や

確認作業に迷ってしまうことが挙げられます。

　実は、こうした文章の作成や言い回しなどのチェッ

クこそ、ＡＩが得意とする分野です。

　ＡＩを使ったメール作成のサポートには、大きく分

けて２つのアプローチがあります。

⒈要点だけ伝えて下書きを作ってもらう

　１つ目は、伝えたいポイントだけをＡＩに箇条書き

で渡し、ドラフト（下書き）を作成してもらう方法で

す。例えば「〇月末で契約を終了したい」「理由は業

務過多のため」「これまでの感謝を添えて」といった

要点だけをＡＩに伝えると、丁寧で角の立たない文面

を一瞬で組み上げてくれます。ゼロから文章をひねり

出すのは大変ですが、出てきた下書きを自分なりに調

整して仕上げる形なら、作成時間を短縮できます。

⒉自分が書いた文章を添削してもらう

　２つ目は、自分で書いてみた文面をＡＩに見せて、

添削してもらう方法です。誰かにメールの文面を確認

してほしいけれど、所長先生は職員に見てもらうわけ

にいかないし、職員の方は所長先生が忙しそうで頼み

づらいという場面は多いのではないでしょうか。こん

な時は、ＡＩに「この文章で問題ないか確認して」「誤

字脱字がないかチェックして」とお願いしてみましょ

う。ＡＩが客観的な「第三者」の視点から、より適切

な表現を提案してくれます。

　気乗りしないメール作成や文面チェックに何十分も

かけるくらいなら、ＡＩに「下書き」や「チェック」

を頼んでみませんか。面倒なメール作成のストレスか

ら解放され、本来の業務に集中できるようになります。

（７） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

国

税

庁

の

７

月

�

日

付

の

人

事

異

動

で

、

札

幌

国

税

局

長

に

就

任

し

た

菅

哲

人

氏

は

７

月

�

日

、

札

幌

市

中

央

区

の

札

幌

第

二

合

同

庁

舎

内

で

就

任

記

者

会

見

を

行

っ

た

＝

写

真

。

　

会

見

で

菅

局

長

は

、

納

税

者

の

信

頼

に

応

え

る

べ

く

、

適

正

公

平

な

課

税

の

実

現

に

向

け

て

尽

力

し

、

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

の

利

用

促

進

や

課

税

徴

収

事

務

の

効

率

化

に

取

り

組

む

と

と

も

に

、

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

の

道

内

で

の

普

及

に

努

め

て

参

り

た

い

と

抱

負

を

語

っ

た

。

　

菅

哲

人

（

か

ん

・

あ

き

ひ

と

）

氏

の

略

歴

　

平

成

３

年

国

税

庁

に

入

庁

。

名

古

屋

国

税

局

総

務

部

長

、

国

税

庁

長

官

官

房

参

事

官

、

国

税

庁

長

官

官

房

企

画

課

長

な

ど

を

経

て

、

令

和

６

年

７

月

か

ら

国

税

庁

課

税

部

課

税

総

括

課

長

。

�

歳

。

愛

媛

県

出

身

。

　

東

京

・

公

益

社

団

法

人

武

蔵

府

中

青

色

申

告

会

（

相

原

博

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

「

親

子

租

税

学

習

ツ

ア

ー

」

を

開

催

し

た

。

今

回

で

�

回

目

の

開

催

。

　

毎

年

大

好

評

で

、

今

年

は

定

員

（

�

組

）

の

４

・

６

倍

、

１

６

６

組

の

応

募

が

あ

っ

た

。

　

当

日

は

東

京

上

野

税

務

署

庁

舎

内

の

「

タ

ッ

ク

ス

☆

ス

ペ

ー

ス

Ｕ

Ｅ

Ｎ

Ｏ

」

で

、

租

税

教

室

や

ク

イ

ズ

、

ゲ

ー

ム

で

楽

し

く

税

を

学

ん

だ

り

、

国

税

庁

の

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

キ

ャ

ラ

ク

タ

ー

「

イ

ー

タ

君

」

の

プ

ラ

板

づ

く

り

、

１

億

円

の

重

さ

体

験

な

ど

を

し

た

＝

写

真

。

そ

の

他

、

国

立

科

学

博

物

館

を

自

由

に

見

学

し

た

り

、

ス

カ

イ

ツ

リ

ー

を

眺

め

な

が

ら

の

ラ

ン

チ

バ

イ

キ

ン

グ

を

堪

能

し

た

。

　

参

加

し

た

児

童

や

保

護

者

か

ら

は

、

「

税

金

が

ど

の

よ

う

に

使

わ

れ

て

い

る

か

知

る

こ

と

が

で

き

た

」

「

親

子

で

学

べ

て

良

い

時

間

を

過

ご

す

こ

と

が

で

き

た

」

「

ま

た

参

加

し

た

い

」

な

ど

の

感

想

が

あ

っ

た

。

　

兵

庫

・

淡

路

地

区

租

税

教

育

推

進

協

議

会

（

檜

垣

政

敏

洲

本

税

務

署

長

）

、

公

益

社

団

法

人

淡

路

納

税

協

会

（

三

津

久

直

会

長

）

お

よ

び

淡

路

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

（

秦

紳

一

郎

会

長

）

は

夏

休

み

が

始

ま

っ

て

す

ぐ

、

淡

路

島

内

の

高

校

生

・

中

学

生

を

対

象

に

リ

ア

ル

と

オ

ン

ラ

イ

ン

の

ハ

イ

ブ

リ

ッ

ト

形

式

に

よ

る

「

租

税

教

室

」

を

各

々

開

催

し

、

高

校

生

の

部

�

人

、

中

学

生

の

部

�

人

が

参

加

し

た

＝

写

真

。

　

講

師

は

、

高

校

生

向

け

は

神

戸

税

務

署

の

関

本

康

成

広

報

広

聴

官

、

中

学

生

向

け

は

淡

路

納

税

協

会

青

年

部

会

の

藤

野

雄

大

氏

が

務

め

、

水

平

・

垂

直

な

ど

負

担

の

公

平

の

考

え

方

、

税

制

度

や

歳

出

を

決

め

る

国

会

の

役

割

、

国

会

議

員

を

選

ぶ

国

民

の

責

任

の

重

さ

な

ど

に

つ

い

て

意

欲

的

に

説

明

し

、

リ

ア

ル

参

加

の

生

徒

が

大

き

く

肯

く

様

子

が

う

か

が

え

た

。

　

授

業

終

盤

に

行

っ

た

ゲ

ー

ム

ア

プ

リ

を

使

っ

た

早

押

し

ク

イ

ズ

�

問

で

は

、

非

常

に

盛

り

上

が

り

、

高

・

中

各

々

の

「

租

税

ク

イ

ズ

王

」

が

決

ま

っ

た

。

　

い

ず

れ

も

、

夏

休

み

の

「

税

の

作

文

」

の

応

募

に

つ

な

が

る

こ

と

が

期

待

さ

れ

て

い

る

。

　

一

般

社

団

法

人

山

梨

県

法

人

会

連

合

会

（

関

光

良

会

長

）

と

県

内

４

法

人

会

は

こ

の

ほ

ど

、

甲

斐

市

敷

島

体

育

館

で

「

第

７

回

バ

ス

ケ

ッ

ト

ボ

ー

ル

ク

リ

ニ

ッ

ク

＆

税

金

教

室

」

を

開

い

た

＝

写

真

。

当

日

は

、

同

県

内

の

ミ

ニ

バ

ス

ケ

ッ

ト

ボ

ー

ル

チ

ー

ム

に

所

属

す

る

児

童

１

９

０

人

と

、

バ

ス

ケ

ッ

ト

ボ

ー

ル

女

子

Ｗ

リ

ー

グ

山

梨

ク

ィ

ー

ン

ビ

ー

ズ

（

山

梨

Ｑ

Ｂ

）

の

プ

ロ

選

手

９

人

が

参

加

し

た

。

　

こ

れ

は

、

租

税

教

育

活

動

と

社

会

貢

献

活

動

の

一

環

と

し

て

開

催

し

た

も

の

。

　

ク

リ

ニ

ッ

ク

に

入

る

前

の

「

税

金

教

室

」

で

は

、

山

梨

Ｑ

Ｂ

の

石

川

明

日

香

選

手

と

渡

邊

愛

加

選

手

が

講

師

と

な

り

、

「

オ

リ

ン

ピ

ッ

ク

の

報

奨

金

に

は

税

金

が

か

か

る

？

」

や

「

小

学

校

の

体

育

館

は

い

く

ら

く

ら

い

の

税

金

で

造

ら

れ

て

い

る

？

」

な

ど

、

バ

ス

ケ

ッ

ト

ボ

ー

ル

に

関

連

し

た

問

題

で

、

会

場

に

集

ま

っ

た

全

員

が

税

金

に

つ

い

て

楽

し

く

学

ぶ

こ

と

が

で

き

た

。

　

ク

リ

ニ

ッ

ク

で

は

、

山

梨

Ｑ

Ｂ

の

選

手

か

ら

技

術

指

導

の

ほ

か

、

児

童

と

プ

ロ

選

手

の

ミ

ニ

ゲ

ー

ム

も

行

い

、

会

場

は

大

変

盛

り

上

が

っ

た

。

　

ク

リ

ニ

ッ

ク

終

了

後

に

は

、

女

性

部

会

が

取

り

組

ん

で

い

る

「

い

ち

ご

プ

ロ

ジ

ェ

ク

ト

（

節

電

啓

発

事

業

）

」

の

う

ち

わ

も

配

布

し

た

。

　

中

小

企

業

庁

お

よ

び

関

東

経

済

産

業

局

は

８

月

�

日

、

東

京

都

千

代

田

区

内

の

大

手

町

プ

レ

イ

ス

で

、

地

域

の

中

小

企

業

の

さ

ら

な

る

成

長

を

実

現

す

る

た

め

、

Ｍ

＆

Ａ

・

事

業

承

継

へ

の

機

運

醸

成

を

目

的

と

し

た

フ

ォ

ー

ラ

ム

を

開

催

す

る

。

　

近

年

、

中

小

企

業

に

よ

る

地

域

の

中

小

企

業

の

Ｍ

＆

Ａ

は

、

戦

略

的

な

成

長

戦

略

の

た

め

の

有

効

な

手

段

の

一

つ

と

し

て

注

目

さ

れ

て

い

る

一

方

で

、

わ

が

国

の

雇

用

や

地

域

経

済

を

支

え

る

存

在

で

あ

る

地

域

の

中

小

企

業

に

お

い

て

は

、

後

継

者

不

在

等

を

背

景

に

、

休

廃

業

・

解

散

し

た

者

の

う

ち

約

半

数

が

黒

字

で

あ

る

な

ど

、

円

滑

な

事

業

承

継

が

重

要

な

課

題

と

な

っ

て

い

る

。

こ

う

し

た

中

小

企

業

に

と

っ

て

も

、

Ｍ

＆

Ａ

は

、

事

業

や

資

産

を

引

き

継

ぐ

手

法

の

一

つ

と

考

え

ら

れ

て

い

る

。

　

そ

の

よ

う

な

中

で

、

中

小

企

業

が

Ｍ

＆

Ａ

に

よ

り

持

続

的

な

成

長

や

企

業

価

値

の

向

上

に

つ

な

げ

る

た

め

に

は

、

Ｍ

＆

Ａ

を

単

な

る

事

業

の

売

買

や

承

継

の

手

段

と

捉

え

る

の

で

は

な

く

、

自

社

の

経

営

戦

略

や

成

長

ビ

ジ

ョ

ン

に

基

づ

い

て

戦

略

的

に

実

行

す

る

こ

と

が

重

要

だ

と

し

て

、

フ

ォ

ー

ラ

ム

で

は

、

実

際

に

Ｍ

＆

Ａ

に

取

り

組

ん

だ

経

営

者

お

よ

び

地

域

金

融

機

関

が

登

壇

、

実

体

験

を

踏

ま

え

た

講

演

や

パ

ネ

ル

デ

ィ

ス

カ

ッ

シ

ョ

ン

を

通

じ

て

、

Ｍ

＆

Ａ

の

有

効

性

や

取

組

み

の

ポ

イ

ン

ト

、

実

践

的

な

ノ

ウ

ハ

ウ

を

共

有

す

る

こ

と

と

し

て

い

る

。

　

参

加

費

は

無

料

で

、

対

面

お

よ

び

オ

ン

ラ

イ

ン

で

実

施

す

る

。

　

詳

し

く

は

同

庁

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

な

ど

で

。

　

日

本

商

工

商

工

会

議

所

（

小

林

健

会

頭

）

・

東

京

商

工

会

議

所

（

同

）

は

こ

の

ほ

ど

、

「

２

０

２

６

年

度

中

小

企

業

の

脱

炭

素

に

関

す

る

実

態

調

査

」

を

取

り

ま

と

め

公

表

し

た

。

　

「

脱

炭

素

に

関

す

る

取

組

み

を

実

施

し

て

い

る

」

と

回

答

し

た

企

業

は

過

半

数

を

占

め

、

従

業

員

規

模

別

に

み

る

と

、

�

人

以

上

の

規

模

で

は

７

割

以

上

に

達

し

た

一

方

、

５

人

以

下

の

企

業

で

は

約

３

割

に

と

ど

ま

っ

て

お

り

、

従

業

員

規

模

が

大

き

い

ほ

ど

取

組

み

の

割

合

が

高

い

と

の

結

果

が

出

て

い

る

。

　

各

地

商

工

会

議

所

の

会

員

企

業

を

調

査

対

象

と

し

、

２

４

９

７

社

か

ら

回

答

を

得

た

。

　

取

組

み

を

実

施

し

て

い

る

企

業

に

お

け

る

具

体

的

な

取

組

内

容

は

、

「

省

エ

ネ

型

設

備

へ

の

更

新

・

新

規

導

入

」

等

、

省

エ

ネ

に

関

す

る

割

合

が

高

い

。

次

い

で

、

「

エ

ネ

ル

ギ

ー

の

使

用

量

・

温

室

効

果

ガ

ス

排

出

量

の

把

握

・

測

定

」

や

廃

棄

物

削

減

や

リ

サ

イ

ク

ル

の

推

進

等

と

い

っ

た

「

資

源

循

環

に

関

す

る

取

組

み

」

に

つ

い

て

も

そ

れ

ぞ

れ

約

４

割

の

企

業

が

実

施

し

て

い

る

。

（８）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日

年ぎめ本体価格７，６３６円（税込価格８，４００円）

月ぎめ本体価格　６３６円（税込価格　７００円）
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